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NY マーケットレポート（2020 年 4 月 29 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

1Q GDP（前期比年率） -4.8％（予想 -4.0%・前回 2.1%） 

1Q 個人消費（前期比） -7.6％（予想 -3.6%・前回 1.8%） 

第 1四半期の米 GDP速報値は、市場予想を大きく下回り、2008年第 4四半期以来の大幅な落ち込みとなった。

新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の停止などが影響した。さらに、GDP の約 7 割を占める個人消

費も 1980年以来の大きな減少率となった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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データを基に SBILMが作成 

 

3 月中古住宅販売仮契約（前月比） -20.8％（予想 -13.0%・前回 2.4%⇒2.3%） 

3 月中古住宅販売仮契約（前年比） -14.5％（予想 -7.6%・前回 11.5%⇒11.4%） 

3 月の米中古住宅販売仮契約は、市場予想を大きく下回る結果となった。新型コロナウイルスの感染拡大に

よる影響で住宅購入の検討を取り止める消費者が増加したことが要因となった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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FOMC 政策金利 0.00％-0.25％（予想 0.00%-0.25%・前回 0.00%-0.25%） 

 

FRBは FOMC（連邦公開市場委員会）で、金利据え置きと量的緩和の維持を決定した。 

さらに、新型コロナウイルスによる感染拡大の難局を乗り切るため、あらゆる手段を行使するとした。 

 

ＦＯＭＣ声明  

 

・ＦＦ金利の誘導目標を 0.00-0.25％に据え置き  

・決定は全会一致 

・雇用・物価目標達成の道筋が付くまでは金利を据え置き  

・景気下支えへあらゆる手段用いる  

・新型コロナウイルスの影響で経済活動が大幅に落ち込み、失業者が急増した 
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米主要株価指数は軒並み大幅反発 

米株式市場では、序盤に発表された第 1・四半期の米 GDP 速報値が大幅に低下したものの、米国や欧州の一

部で経済活動再開の動きが見られていることや、新型コロナウイルスの治療薬の臨床試験で有効性が示され

たとの報道も好感され、主要株価指数は軒並み大幅上昇となった。ダウ平均株価は序盤から堅調な動きとな

り、一時前日比 663 ドル高まで上昇した。その後はやや上値が抑えられ、532 ドル高で終了した。一方、ハ

イテク株中心のナスダックは、306ポイント高で終了した。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ドルは主要通貨に対して上値の重い動き 

NY 市場では、ドルが主要通貨通貨に対して上昇した欧州市場からの流れを引き継ぎ、ドルは序盤から堅調な

動きとなった。ドル/円は欧州時間に付けた 106.36から堅調な動きが続き、一時 106.77まで上昇した。しか

し、第 1 四半期の米 GDP 速報値が予想以上に弱い内容だったことから、ドルは主要通貨に対して軟調な動き

となり、ドル/円も 106.52まで押し戻された。その後は、FOMCの結果発表とパウエル FRB 議長の会見を控え

て様子見ムードもあり、ドルは小動きの展開が続いた。一方、欧米を中心に経済活動再開の動きや、新型コ

ロナウイルスの治療薬の臨床試験で有効性が示されたとの報道が好感されて米主要株価指数が大幅上昇とな

ったこともあり、クロス円は堅調な動きが続いた。その中で、FOMC の声明で新型コロナウイルスの感染拡大

による影響で経済活動の先行きに懸念が示されたことや、当面のゼロ金利維持が表明されたことを受けて、

ドルは主要通貨に対して上値の重い動きとなった。さらに、パウエル FRB 議長が会見で追加措置が必要にな

る可能性に言及したことも圧迫要因となった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


